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読ませる本である。独特の用語法に困惑する間もな〈，

読者は，戦後日本資本主義に関する独自の論理位界へと

一気に引き込まれるn それほどに周到な論理構成が傑出

してし、る。しかもその論理世界は．主題たる戦後円本資

本主義の問題に限らず，ひろく日本的思惟のI古層jから

人類史の「曲がり角jに至るまで，深遠にして広大である。

であればこそ．少なからぬ疑問も噴出して〈るのではあ

るが，まずは本書の内容紹介から始めよう。同次11以下

のとおり。

第 I部戦後日本資本主義の〈基本構成〉

第1挙戦後日本資本主義分析の視角と方法

第2章戦後日本資本主義の規定困f一一「執鋤低

音H土着思想jとしての零細土地所有

第3章戦後円本の蓄積メカニスeムと土地所有

第4章戦後日本における労働者の資本への包摂

第5章 （基本縫成〉の成立と機能不全

第E部 アジア資本主連皇の生成と展望

第61主冷戦体制とアジア資本主義の生成

第7章 アジアI工場化jの歴史的意味と人類の未米

第 I部が日本資本主義論．第H部がアジア資本主義論

だとひとまず言ってよい。しかし著者のうちには，日本

経済のもっている問題点はそのまま NICs一中国（沿海

部）に拡大・鉱散してアジア資本主義なるものが生成した

のだtいう特徴的な認識があるので，第H部もいわば鉱

大された日本資本主義論としての意義を担っている。

各草の論点をフォローしておニう υ 第1章は本書全体

の序説に当たり．本書の基本的な視長と論点が要約され

ている。第2章lま，戦後日本資本主義の究桜のI規定因

子jを論じた挙であり，著者はそれぞI零細土地所有jに

見る。ぃ、うと［貰ちに，戦前期，白木資本主義の「基穏jl山封建印日織的零細酬として析出し

て名高い山田盛太郎が想起きれようが．事実，害者から

はこの山目的観点を大レに継承し，かつ現代にまで敷街

しようとの並守ならね，意図が伝わってくる。ただし著者

ヒ ー竺対日 と ち 力 三 戦 竺 向 上 地 所 有jとは

農地改革後にも残与した山立的経営不可能な零細崩お ｜

よぴ都市勤労者の小規模伶宅地所有を意味する。しかも 1

この［零細上地所有jは．本書のキーワードをなしており，『

たんに経済的な基盤である以上に，これこそが戦後を含め

て日本のI土着思想、j（加藤間ー）なし、し臼本文化の［古層／

執劫低音j(丸山県兇）をなす tされる。多大なる日本の変

化にもかかわらずf変わらないものj，それが零細上地所

有であり，これが戦後日本資本主義をも「規定jしたのだ

という。第3掌では，庶民の零細土地所有の裏側で進

行した資本による大土地所有，そ して地価高騰による企

業の［含み益jこそが，戦後日本の強蓄積ぞ支えたのだと

して，経済成長における土地所有問題の麗裂な役割が力 l

説される。このあたり，いずれも著者にきわめて独向な ！

観守、t論理展開である。

第4章は，冷戦体制下の日本に〈惣占資本一中小零細 l

資本一等細農耕〉という序列が生み出され，この〈三層格

差＝系列編成〉支配の関係が戦後日本資本主義のうちに

構造化された次第を放う。要するに〈アメ リカ一日本独

占資本一中小等細資本一零細農耕〉い 、う支配と差別の i

構造が戦後に定着し，そのなかで農業は［基脳jにあって l

労働力供給源をなした。また工業においては労働力が発 ｜

別主？ともないながら実質的に包摂されていったu その様 ｜

相が具体例と とも に提示される。第51主は第 I部のま ！

とめの草であるがーここでのキーワードは，戦後日本資 ｜

本主義の「基本靖成＝外生循環梅造jである。つまり，以

上から示唆されるように，自立不可能な零細農耕は生計

維持のための賃労働によって補完される必要があ り，そ

うした補助的賃労働は低賃金を必然化し，低賃令は消費

需要を制限し．したがって輸出（外需）が至上命令となる。

このように，工業製品の紛出t原燃料の給入を経済の不

可欠の構成要素とする戦後日本資本主義の〈基本構成〉を， ｜

著者は「外生循環犠造jt呼ぴ，それは「国民国家の国境 ｜

内で完結する再生産機造を持つ欧米資本主義jとはち

がって，国民国家のうちに自立的再生産構造をもたないl

構成であり，とりわけf国民経済の枠組みで生産と消費｜

が完結してJL、ない構造だというのそしてこ の筏造はJ

1970年代初頭にその全容を現し，平成ノ〈フ、ノレの崩壊と｜
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的に支える基盤としてI半隷践的零細農耕jを摘出した位

、であったが，ぞれは形こそ異なれ，戦後期の今日なお旦一

本資本主義の綬底を貫き，これを規定している……。

先に紹介したように，こう語る著者のうちにはp 農地

地後の日本において，零細上t也所有→零細農耕三主註

砂的賃労働→低賃金・過少消費→輸出，対するにえ

本の大十地所有→地価高騰→勤労者の小規模宅地所有と

企業の含み益経笛→経済成長と いう，2条の因果系列の

ff.在が想定されているのであろ九つまり 「吐地所有迎 ，
I _/I べ，，＋，

絶対性jが戦後円本をも貫徹しているのであって． いわ i今年！－..,/ 1.L! 1'七＼W
ばこの土地本位制が日本資本主義を規定していると い う 日 11 ·1~プ，，， v 町 ｝ 

三 とで仏可たり，鱈｛こ叫、本書官塁zを犠ぬ乞
なしており，また史匁鈍感是註 慣 と 己 声 II＇行て＼ -J 

初段きむと虫包~ユ主砲ま． 血近叫 く二ノ
の存伝がむしろ超近代を加速するjという内田義彦的命

是主 も切り結んで，大変に呉監歪：：.~
だがそれにしても，土地所有一般でなく他ならぬ零細

土地所有が現代日本資本主義の規定因子だと言われると、

いささか当惑せざるをえない。戦後資本主義はそんなに

I零細j十丸卸ifr有によって規定きれているのか。零細土地

所有はたしかに存在するが，それは戦前なみに戦後日本 ！

の［規定閃子jだい、えるのか。戦後についてはI企業jの （

独自編成という要因を見なくてよいか。加えて，この零 ！

細土地所有はたんに近代日本を規定したのみならず，古 ｜

代以来の日本を規定してきたI古層lだという。［変わら 1

ないものjだという z 事実問題としてはたしてをう か。

これは関われるべき聞いであるが，検証材料がないので i

いまは保留する。いま聞いうるのは．「古層j性が強調さ l

れればされるほど．円本資本主義はその根本において永

遠に変わらないということになってしまわないか，と い

うことである。例えばパプル崩壊後，著者のいう 〈基本

構成〉解体開始期の今円なお，零細土地所有と L、う規定

悶子は微動だにしないc 日本資本全義のI根本問題jは運

命と思ってあきらめよ， と。そんなメッセージになって

しまわないか。

土餅夢
物鍛i
d例主

著者の［外生jにはもうひとつ．牛産と対比した消費の

過小という合厳もあった。そこから，高度成長期におけ

る［消費革命lによる 「新しい再生産構造jの出現を唱える

井村喜代子説ぞ強〈批判する。論拠は．アメリカでは個

人消費と固定資本形成が同－歩調で拡大したが，円本で

は個人消費を置き去りにした固定資本形成（と輸Ill)の伸

びしか検出できない， ぃ、う点にある。高度成長後期に

おける消費主導期の存在については先に言及したので繰

り返さない。問題としたいのは第1に，日米対比の意味

である。高l長成長期にあっては，戦後復興国にして

キ守 γチアップ閣たる日本で闘定資本形成の比率が高く

なるのはある意味で当然であろう。また．ニクソン

ショック以降とりわけ近年にあっては，基軸通貨特権を

有するアメリカは過剰債務・過剰消費に陥るのであって．

アメリカの個人消費を比較某準とすることには慎重で

あってしかるべきでなし、かω 第2に者者は，この生産

と道賓の矛盾が196ν65年恐慌 l:_ff.:2て発現したとする。

塁堕竺で法理論に関して者重ど豊田喧モ塁タ発星塾生ニ

l童と消費の矛盾説）（こ立つのであれば，この型のJ塁益基

［外生塑環構造JU木のみならず資苧主聖子型i竺三笠
現するはずである 3 逆に生産財道開生産によ主男鐙ぎ単品

後日本に特殊なものだい、うのなら，恐慌の＝般理論iよ

ζ之主主主主ε要するに1962/65年恐慌は，資本主義二

般の矛盾の発説なのか， ｛外生循環構造jに特殊な矛盾の

発現なのか。あるいは両者はどう関連するのか。

きて本書によれば以 ω う な 時 成 ＝ 外生

血塁撞車i主萱鐘で規定してムふるもの妊あt:::l－~」規定見

子＝零細土地所有jである己これを強調する点において

壬害問空ある日本資本主義論のなた＂｝；＿ も際立っており．

また独自性をなして主 主3 日本資本全義は今日なお零細

上地所有の呪縛に縛られている……。しかも，その零細

土地所有は白本資本f義の上療であるだけでなく，日本

の「土着思想j，日本古来の｛原型H古層H執助低膏jであ

る…・・・0 ぞ2エ山旦盛太郎は戦前の円本資会主義玄室亙
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ともに解体が始まった。すでにプラザ合意（1985年）以降，

輸出が停滞しはじめた日本資本主義はアジアへの企業進

出に活路を見出すことになるが，それは園内での産業空

洞化と ともに，あのく基本構成〉の機能不全をもたらすこ

とになったと いう3

こう して第JI部のアジア資本主義論へと入ってい〈。

第6章はグローパリゼーションの展開！と＝序列を（アメ

リカーヨーロッパ一日本一NIC「中間〉と押さえたうえ

I -r:-, （日本一NJC「 中国〉 と速なる東アジア資本主義の

i特徴を［農業の解体JU外生循環構造jのうちに見る。こ

lの点アジアはいわば日本の生き写しとして造形される

わけであるが，それにしても工業生産の歴史をもたない

アジアになせ’工業生産が根付いたのか。答えは第7章

にも及ぶ。 すなわち将来展望として，一方で．情報化に

？かかわる新素材（労働対象の革命）や科学的加工装置（労

働手段の革命）が注目きれ，これは伝統的な労働バ面値説

を溌棄させてい〈 という。しかし他方．なお残る I厭う

｜べき肉体労働lを拘いうるのはアジア人であり、その根

拠はこの地における 「稲作労働lとこれを可能にした［共

同体ーにある という。残与する共同体という 「古層jがア

ジアを「1世界の工場jにするということかコ

｜ 以上 各章の内容泊ってきたが著者が『戦後日本

資本主義の根本問題jという表題のもと明示したこと t

は．戦後臼本資本4ト義は零細上地所有を規定困子（古層）

とし、＊ソ冷戦としづ国際情勢のもと，外生循様構造と

いう歪んだ幕本僧成を生み山し，そのもとで発展すると

ともにパフソレ崩壊以降， それが機能不全に陥ってアジア

｜へと進出していった ということであろうο ［零細七地

所有J（規定因子）と「外生循環構造J（基本精成）こそが「侵

l本問題jぞなす， という戦後資本主義像が描かれる。

最初に述べたように，独自な概念と論理によって僑成

されたこの日本資本主義論には，著者の理論世界へと読

者を誘う強烈なインパクトがある。であるだけに，誘わ

れていったんは得心しつつも， しかしあらためて考え直

してみたい論点も L、く つか浮上する。本書の根幹にカ3か

｜一提起してみたい。

令i干竺空の基
著者にあつてlま［外生jとは’内需制限ゆえの外需依存

（輸出依存型）上，消資制限ゆえの生産過剰（生産と消費

の矛盾H いうL重の意味が重ねられているように見え

｜る時（＝輸出）叫の傾斜とする構成！とし

うと きが前者であり，「生産と消費が ・応同内でかみ合

う再生産構造Jの不在を語るときが後者である。そして，

こうした日本（およびアジア）の外生的構造は（国境内で

完結する 〔クローズドな〕再生産構造を持つ欧米資本主

義j/:. は顕著に対照的であり，いわば日本の歪みと遅れ

として捉えられている。

輸出依存型の問題と しては，第1に．これが戦後日本

を全面的に染め上げるほどの基本構成をなしていたのか

といった論点が提起されよう。これにかかわって著者は，

戦後日本ではf輸出競争力こそが，成長の重要な第1の

ファクターとなるjというが，はたしてそうなのか。戦

後日本の需要構造を分析したい （つかの研究によれば，

高度成長期は［投資が投資を呼ぶjkいわれたように， 輸

出よりも投資（同内固定資本形成）が主導した経済であり，

さらには高度成長後期に消費主導型経済の形成を検出し

最近になって急上界して15%を越えるようになった（内

閣府I国民所得統計J)。つまり，戦後日本はつねに輸出主導

であったわけでない。 しかも，近年は著者のいう 〈基本

構成〉の［機能不全j期（輸出停滞期）に当たるのであろう

が，その近年の方か輸出依存度が大き〈なっていること

をどう診伊月したらよいのだろうか。

輸出依存型に関する第2点は， これが欧米tは異なっ

てす「れて日本を特徴づけるものいえるのか． という問

題である。 事実， ~ij出依存度や貿易依存度でみるかぎり，

知市

、ょのバ

イ
）

Mr常”欧米と （らべて戦後日木が格別に高い数字を示している

わけではないコ日本はアメリカとほぼ同じ数字を残して 定乏．，、ヅレ

おり，また日本よりもヨーロツパ諸国の方が ECや べ l .... c....l丹3
印の結成と いう事情もあろうが．格段に品、、占外依存すぞIYhト孝二J

経済なのである。どうして「欧米資本主劃 が［円立的再 「引ξ 露店
生産構造jで．日本が「外生循環構造jだと言い切れるの 、可’〈 ’Jネ ’

、 づ'l'+-,i).Q,
か，もう少し説得的な説明がほしい。 ましてグローパリ ' み時突き~

ゼーションのもと各国の相互依存が拡大深化し．世界の l,.. k.、‘→
貿易依存度（および医際資本移動）か裕段に高ま っている I J l I 

今日. r自立的再生産構造jを示す国などあるのであろう I 
と9ひょ っとして著者の脳裏では．「資本主義形成の下

からの道＝再生産の国境内完結Jという理想的資本主義

モデノレがあって， 「理想＝欧米jに対して［特殊・歪曲＝日

本Jというll:J講座派的な執劫低音が響レているのであろ

うか。
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戦後日本資本主義と平成金融“恐慌”

埼玉学園大学相沢幸悦

第二次大戦後の日本の金融システムは、銀行を中心のいわゆる間接金融を特徴とする。

資本蓄積が不十分ななかでおこなわれた高度成長は、一つは、アメリカや国際機関から

の外資の導入、もう一つは、日本銀行の低金利政策と日銀貸し出しに依存した銀行による

オーバーローンによって実現した。アメリカによって銀行・証券分離制度が導入されたが、

長期信用銀行や信託銀行が温存され、銀行を中心に設備投資資金が供給された。

1 9 7 0年代初頭に、高度成長が終了するとこの金融システムを転換して、銀行システ

ムの簡素化と、証券市場を育成して直接金融システムに転換しなければならなかったはず

である。実体経済が大転換したからである。

ところが、金融システムの大転換をおこたったので、本来は労働生産性を高め経済を成

長させる広い意味での信用創造機能が土地投機に悪用され、 19 8 0年代末には、世界史

の上でも数回しかない深刻な不動産パブ、ノレ経済が、欧米に先行して発生した。

1 9 9 0年代初頭にバブル経済が崩壊すると銀行は大量の不良債権を抱えたので、深刻

な平成金融不況に陥った。推計200兆円という天文学的規模の不良債権の償却を迫られ

た。これは、金融不況というより金融「恐慌Jと規定した方がよいだろう。

不動産バブル崩壊によって、樹子は、日銀の超低金利政策や政府の株価維持策・銀行保

護行政に支えられて不良債権の処理に取り組むとともに、経営再建に取り組まざるをえな

かったので、ここで、銀行の国際競争力は決定的に低下した。

銀行が大量の不良債権を抱えたので、「貸し渋りJや「貸し剥がし」などが横行し、実体

経済の停滞も深刻の度を強めた。平成大不況の基底に金融不況があり、金融主導の不況で

あるというゆえんである。

そこで 19 9 6年 10月から、フリー、フェア、グローパルな金融・資本市場を作り上

げようとしづ金融ビッグ、パンが提唱・実行された。そのなかの 19 9 7年 10月、北海道

拓殖銀行や山一証券などの大金融機関が経営破綻し、ついに平成金融「恐慌Jが爆発した。

その結果、 98年には、それまでタブーとされた60兆円もの公的資金の導入が金融危

機対策のために導入された。不動産バブソレ崩壊以降、金融機関による一応の自主的な不良

債権処理促進策がとられてきたが、ここで、国家の金融システムへの介入による平成金融

不況克服策がとられた。国家の介入がなければ、金融「恐慌Jの克服ができなかった。



『戦後日本重化学工業の構造分析』（大月書店、 2011年）の概要

2017.7.22 吉田三千雄

本書は、周知の様に概ね同一メンバーによって執筆された 「現代日本産業の構造と動態j

(2000年）、 「長期不況と産業構造転換」（2003年）、 「日本産業の構造転換と企業J(2005年）

の産業部門分析を小括する意味で、執筆されたものである。本書は戦後日本資本主義を種々

の意味で主導してきた 「重化学工業部門」を主要な個別産業にまで下して検討し、その構

造的特質・矛盾・転換過程を 2010年頃までの実態に基づき明らかにしようとしたものであ

る。

第 I部 「戦後日本資本主義と重化学工業Jでは、戦後日本資本主義における 「重化学工

業段階J規定を巡る諸論議を整理 ・検討すると ともに（1章）、戦後日本経済の画期区分を前

提に戦後日本における「産業構造の変化Jを諸官庁統計の整理から明らかにしている（2章）。

第E部「戦後日本重化学工業の展開と特質Jでは、主要な個別産業を取り上げ、限られ

た紙数の中で、其々の産業が遅れて出発しながらも世界 1・2位の生産力・技術水準・輸出

競争力等を保有することとなった要因と時期、そして結果として随伴されることとなった

矛盾を析出しようとした。総体的には、一挙的な設備投資 ・欧米諸国からの技術導入、農

業地帯を中心とした低賃金労働者の豊富な供給と労働運動の弱体化、階層的な系列・下請

体制の確立と収奪、圏内需要の一定の増大や対米市場への依存等を指摘できょう。個別産

業毎特徴を指摘すれば、臨海部への一挙的高炉設置と体制内労働運動（鉄鋼産業）、熟練労働

の形成と NC工作機械の量産体制の確立（工作機械）、アメリカ模倣から国内機械工業の発展

と所謂 「省力化Jに依拠（産業用ロボット工業）、系列・下請体制の確立と内需の一定の増大

（自動車産業）、 総合電気企業の一事業部門としての発展と解体的凋落（半導体産業）等を指摘

できょう。（＊可能であるなら、金属製品・建設機械・家電重電も必要で、あった。）

第E部 「日本重化学工業の課題と将来展望」では、第 8章「日本企業の海外現地生産の

展開と『産業の空洞化』」では、内需の大きな減少の中で、個別企業の利潤を求めての行動

と日本経済の再生産＝循環構成との矛盾、産業としての衰退、中小・零細企業の減少に帰結

してきている 「産業の空洞化Jの実態と対応策を考えている。そして、第 9章 「日本重化

学工業の将来展望Jでは、日本重化学工業の到達点を整理するとともに、その将来展望を

考察している。

（補足・今後の課題）

1.主要な産業の最近の状況は、以下の通りである。鉄鋼 ・・ 統計の信頼性に？が付くが、中

国の粗鋼生産 8億トン（日本 1.6億トン）による世界的な過剰生産、日本の輸出比率も 40%台

へ。工作機械・・輸出比率 70～80%（うち、中国へ全体の 25%、アメリカへ 20%）。ロボット

工業も概ね同様。自動車・・国内生産 900万台・海外現地生産 1800万台。

2.種々の問題を持ちながらも、日本経済を主導して来た 「重化学工業Jはその役割を終える

のか。中国との棲み分けの中でアジア ・アフリカ市場で生き延びるのか。或は食料品製造

業用の機械、生活用ロボット、自動車の進化など、新たな需要を創出出来るのか。

3.逆に考えると、低賃金労働者に依拠した第三次産業が日本の主導産業たりうるのか。今日

話題の地域農業を中心とした、安定的な地内産業連関（地域内再投資、行政・地域金融機関、

観光・水産業 ・製造業 ・小売業など多様な産業の集積）が、この独占的 ・大企業に主導され

て来た日本や企業城下町に形成されうるのか。



表4 日本における鉄鋼製品の貿易動向

項目｜貿易数量 貿易金額 日本の輸出実績（A）の上位5ヵ国と 世界の粗鋼生産・
（船積実績、千トン） （億円） 構成比（%） 主要国の実績（千トン）と構成比（%）

年 ＼｜輸出（A)j輸入 輸出 ｜輸入 1位 2位 3位 4位 5位 世界合計 日本 中国 アメリカ

(26.1) (18.7) (10.4) (9.5) (5.1) (100) (11.4) (22.9) (9,7) 
03 I 34.412 I 5.954 I 22.311 I 4.092 I韓国 中国 タイ 台湾 マレーシア 969,915 110,511 222,336 93,677 

(26.0) (17.2) (11.7) (9.8) (4.5) (100) (8.9) (36心 (7.3) 
07 I 36.852 I 8,664 I 43.139110.314 I韓国 中国 タイ 台湾 アメリカ 1,347,008 120,203 489,712 98.102 

(28.5) (18.8) (9.8) (8.7) (4.6) (100) (7.1) (46.7) (4.7) 
09 I 34,441 I 4.612 I 31,093 I 5,414 I韓国 中国 台湾 タイ ベトナム 1,235,884 87,534 577,070 58.196 

(19.3) (14.3) (12.7) (8.3) (5.8) (100) (6.9) (46.8) (5.7) 
12 I 42.495 I 8,040 I 37.681 I 8,583 I韓国 中国 タイ 台湾 アメリカ 1,559,186 107,232 731,040 88,695 

(18.1) 04.0) (12.7) (8.9) (5.8) (100) (6.9) (48.5) (5.4) 
13 I 4主456I 7,736 I 40,882 I 8,011 I韓国 中国 タイ 台湾 ベトナム 1,606,928 110,573 779,040 86,878 
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表 6 自動車産業の生産・貿易動向 （単位千台、%）
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〔ポスト冷戦研究会報告〕『アメリカ資本主義と現代グローパリゼーション』の検討課題 017.7.22 於：明治大学

~垣
本書が対象とする現代グローパリゼーションは，冷戦後 90

年代以降のグローパリゼーションであり， 1970年代初頭の旧

IMF体制の崩壊を契機に米国を発信地として， ME技術革新を

ベースとしたICTの発展と相関的な金融・情報サービスにおけ

るグローパリゼーションをベースに「世界のアメリカ化Jとし

て展開している。その過程で米国の覇権的影響力が後退し、新

たな世界戦略再構築が求められ、その一環に頓挫しつつあると

はいえ経済のグローパル化と並んでグローバル安保が位置づ

けられる。本書は、覇権的観点からのグローパリゼーションの

盤置において従来手薄であった米国経済の構造的変化と軍事

力・軍事機構とをリンクさせてグローパリゼーションを検討し

ようとするものである。主虫垂直は，盤石とも思われる超絶的

な軍事力を覇権的基盤とするならば，その軍事・経済的基盤の

実態，軍事と経済を架橋するキーを情報技術に見出すとともに，

それによる軍事機構の再編をも展望すること（「軍事における

革命」を重視する所以）。そして軍事力並びに軍事基盤の脆溺性

を易倣し，併せてそれと経済基盤の闘拡との相E規定的関係

を明らかにすることである。そして以上を通じてアメリカの歴

史段階的位置を検討することである。

12.概要と論剥

冷戦体制の終鷲からほぼ四半世紀が過ぎようとしている。こ

の間｜日ソ連・東欧諸国の解嗣矧落とは対照的に資本主義の盟

主米国は，その超絶的な軍事力と国際基軸通貨ドノレとを基盤に，

金融情報サービスを軸に圧倒的な経済力を持つ超大国として

文字通り覇権国家となって新自由主義政策に基づくグローパ

生盆を進めてきた。しかし覇権基盤における脆弱性があらわと

なり，世界中で様々な割膝，摩擦，矛盾が噴出し，グローパノレ

化の中断といわれる程米国一国では手に余る事態となってい

る。

米国は，新自由主義政策を推し進める中で深刻化する豊蓋韮

大と相会不満の高まりに対して，金融サービスに関連した資産

膨張と連動した消費拡大，そして輸出拡大による雇用増で望盛

しようとした。反面，米系附Cは国内活動を海外子会社・取引

会社からの調逢や海外の最適生産・販売で代替させること・岱C

で雇用の海外流出と貿易収支赤字を増大させている。

削Cのグローパノレ展開をパックに卓越した金融・情報サービ

スにおいて更なる優位性を確保するため米国流ビジネス慣行

である新自由主義的な国際的枠組み形成を追求している。その

手法は， 1994年のメキシコのデフォルト， 1鈎7年のアジア通

貨・経済危機などの経済危識を奇貨として， IMFや GA.TT・

WTO等を通じた構造調整による規制緩和と民営化をショック

明治大学柿崎繁

療法的に進めていくものから，小は二国間交渉から大はメガ

FTAといわれる多国間交渉，あるいは地域経済統合などの新自

由主義的枠組みの形成，さらには「軍事におけるグローノ勺レ化」

に至るまで実に多彩である。したがって、グローパリゼーショ

ンの進行過程＝グローパノレ化は，市場における経済的営みが自

律的につくりあげた過程ではなく、新自由主義政策を覇権的に

推進してきたアメリカの対外政策の結果でもある。だから，グ

ローパル化を主導する覇権国の米国から捉えると，現代グロー

ノ〈リゼーションとは米国流グローパリゼーション＝よ堂星空主

国化Iのプロセスと捉えることが出来るであろう。それ故に現

代グローパリゼーションを検討する場合，アメリカ資本主義の

構造との関連で把握する必要がある。現代グローパリゼーショ

ンとアメリカ資本主義と表題設定する所以である。

覇権国家米国を支えた政治・経済的基盤は、超絶的な軍事力

とIMF・GA'IT体制のもと，資本主義のアメリカ的段階といわ

れる卓越した経済力を基盤に第2次大戦後に科学技術を駆使

して国家的プロジェクトによって構築したハイテク・核ミサイ

ル軍事産業であり，海外に展開する巨大企業と金融機関，すな

わち巨大多国籍企業であり，軍事ならびに経済援助であった。

米国による冷戦支出は世界の有効需要創出機能を担い，欧州の

西ドイツとアジアの日本の「奇跡の成長jをもたらした。だが、

ドイツ・日本を中心とした西側の成長は米国経済の相対的地盤

沈下を引き起こし， 1971年金・ドル交換停止，73年変動相場

制移行による旧 IMF体制の崩壊とオイル・ショックとスタグ

フレーションを経て，ドル体制の恒常的不安定化ムと長期停滞的

盈血をもたらした。

冷戦時代はベトナム戦争激化と相候って開発独裁による発

展戦略と米国の戦略的利害とが合致し，甑化と連動して 70年

代半ば以降阻むによる国際的生産配置と販売戦略とが展開され

た。また、 70年代のオイル・ショックを契機としてユーロ市場

へ流れ込んだオイルマネーを原資とした借款と外資導入，そし

て E 化に伴う生産の海外移転は新興工業国を生み出した。米

国を軸として酢州・日本の阻むは労働集約的な加工組立部門を

低賃金地域、とりわけアジアに展開し，本国資本の蓄積＝循環

過程を補完した。 80年代には新興途上国・アジアは，グローパ

ルな戦略を持つ艇の資本・技術・生産・販売の連鎖GSCに組

み込まれ，先進国市場にリンクすることで経済成長を実現した。

冷戦後，資本の浸透・グローパノレ化を阻害してきた社会主義

の崩壊により多くの国々が資本主義市場経済に包摂され．世界

経済の統合・一体化としての市場経済化が文字通りグローバル

i三塁堕されている。

冷戦体制解体後 90年代に顕著となった国防費削減は，新た



な軍事戦略の構築と，軍事力を支えた新鋭（軍事）産業に雌A

を通じた統合化による企業再編と大幅な雇用削減・リストラと

を強制した。 90年代の雇用誠少は、株主価値経営の下でのコス

ト削減の一環として 80年代の工場レベルの雇用減に加えて事

務・サービス部門のリストラを基調としている。情報化とサー

ピス化は、あらゆる分野で専門サービスに外注・委託を加速し

た。国家も財政悪化から民間サービスに業務委託し、「小さな政

府」・「脱国家化J＝資本による国家の包摂を推進している。「軍

事における革命」を進める軍事部門も同じで，軍事の「民営化J

と「提携J，さらには一部軍事機構自体のリストラと専門サービ

スへの委託業務化による軍事機構の再編が進められている。

軍事部門をリストラされた科学・技術者の流入によって新た

な開発力を得た金融・情報サービス産業は、金融工学を駆使し

た金融商品の開発，情報ネットワークの一層の高度化と関連ソ

フトの開発等によって付力削面値を高め競争力を強化して、グロ

ーノ，，レな展開を行なっている。それは、冷戦体制の中軸を担っ

た箪事力の基噴量産業の再編を伴う製造業の競争力低下とは対

照的に、臨張する金融サービスと情報通信技術等の専門サーピ

スに蓄積と収益の基盤を移した産業構造の変化に対応してい

る。AIとIoTの進展により，金融・情報サービスと生産との

結合が進み，新たな段階移行を展望させるのだろうか？

冷戦後の世界経済は、資本のグローバルな展開のための商品

サービス貿易、知的所有権、資本移動や労働力移動をも対象と

した各国の諸制度の共通化・統一化を推進し，資本のグローパ

ル化を加速させている。米系企業による生産の海外移転と海外

MNCによる米国内投資の増加とは、輸入・海外調達による経

常収支赤字を膨張させた。基軸通貨ドfレの暴落を避けるために，

経常収支赤字を埋め合わせる経常収支赤の対米資産振替＝資

本流入が決定的に重要となった。海外資金の流入は，債券購入

を通じてドル高下の低金利を可能にして株価を上昇させ、海外

資金流入をさらに刺激した。株価上昇はまた資金調達を容易に

し、 90年代後半に情報化投資を活発化させ景気を実体面からも

支えた。

90年代半ば以降のドル高と長期に亘る米国内景気の上昇を

媒介にした輸入・経常収支赤字と海外からの資金流入，そして

米系企業による対外投資の国際資金循環は．基軸通貨としての

ドル機鐙の維持と圏内経済循環構造を接合する。その為，自由

な資金移動を制約する各国金融市場の規制は撤廃を求められ

る。米財務省・連銀， IMFそして世鎮が一体となって推し進め

た新自由主義基調の構造調整による規制緩和と米国流ビジネ

ス慣行を普及させるグローパリゼーションは，その露払いであ

った。

グローパルな金融取引を通じて日々取り扱う資金量は膨大

となる。その処理に巨大なコンビュータ・ネットワークの構築

と運用を求められる取引所の情報化投資はインフラ基盤の安

定性の為に巨大なものとなる。こうして情報システムは経済的

に，またRMA推進の軍事や軍事機構の統括の上で今や欠くこと

の出来ない社会インフラとなり，今や米国の覇権を支える基盤

虫盤強となった。

冷戦体制終駕後の米国は、圏内市場を世界に開放し、同時に

金融や商品サービス市場において米国流ビジネス慣行によっ

て規制緩和と自由化を進める。米国流グローパリゼーションで

ある。冷戦綾の世界はそうした米国に依存して成長してきた。

だがそのツケは返済不可能なまでの経常収支赤字の膨張であ

る。米国は，基軸通貨ドルを活用したグローパルな資金循環と

（軍事力と）金融・サービスに依存を強め，不安定性をさらに

増している。

覇権国米国は、かかる脆弱な経済基盤の上に中東，南アジア

で「テロとの戦争Jに崎吟し、 WTO加盟後成長著しい大国中固

などとの対立と緊張を苧みながら軍事的覇権の維持・強化とグ

ローノ勺レ化＝グローバル安保に突き進んでいる。そしてそれは

世界中で反発と摩擦を惹起し、ネットを通じた社会的運動を強

めさせ、政治、祉会的覇権基盤のさらなる闘弛をもたらして

いる。そのことがまた，通商政策においても覇権的性格を強め

させる背景ともなっている。トランプはその象徴ではないか？

グローバル化の過程は，覇権基盤の脆弱化に対応した圏内産

業構造の再編と輸出強化，そしてグローバル安保をその内実と

している。だがそれは，中国台頭により焦腐掛こかられる日本

が米国の先兵の役割を果たすことによって支えられている。現

代グローパリゼーションはかかる日米関係を分析せずにはそ

の全体像が明らかにされたとは言えないであろう。

｜終わりに～論点再整理叶

本書は，現代グローパリゼーションを，米国の歴史・構造的

特質とその変化の過程から基礎的に位置付け，分析する枠組み

を提起している。中心論点としては，進展する技術革新をベー

スにした金融・情報化を軸に，冷戦対抗終鷲後の国内経済循環

構造の変化と海外との関連，そしてグローパル安保としての米

軍事力と経済基盤との関連である。両者は共に米国の覇権基盤

とその脆謂性に関わる論点である。特に軍事力と経済基盤の関

係については，これまで手薄な分野であり，現在国の内外で注

目される「グローノ勺レ化する日米安保Jを検討する上で重要な

一分析視角であり，現代グローパリゼーションを把握する上で

の一重要論点となるものであろう。
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基本論点について 戦後 70年を経た現代日本社会の深刻な問題、①原子力発電過酷事故、②貧困と

格差の拡大と③対米従属日米安保下のグローパル化・臨戦体制化・軍事化に直面し戦後社会の大転換

の岐路にいること。それらを敗戦以後日本の歴史過程を概括し現代日本社会の問題解明を、 1対米従

属の歴史的構造下における戦後経済諸過程と日本の軍事大国化の加速化過程検討、 2国家独占体制下

に国策原発集積と軍事経済の顕在化、 3グローパル大企業と富裕階級の支配下で非正規労働の拡大＝

貧困と格差の実態と戦後構造、の分析に設定。

全体構成について

第 1部 戦後世界と日本資本主義。戦前・戦後日本資本主義の歴史構造の把握、「経済再建Jと冷戦

下の「高度経済成長」、アメリカ従属の安保体制下の経済成長至上主義、バブル発生とバブル崩壊から

冷戦終結と長期不況諸過程における従属の深化。寡占化しグローパル化した大企業体制が確立し途上

国・新興国を企業利潤と蓄積に組み込んだ経済拡張主義と諸矛盾。

第 2部 従属大国日本。戦後のアジア進出と「経済的帝国主義」化。日米軍事同盟のグローパル化

と「潜在的軍需産業」の顕在化、国家独占体制と原子力発電推進体制による「潜在的核兵器J戦略下

での冷戦後日本の対米従属関係の展開。

第 3部貧困と格差の「大国J 日本。資本支配のイデオロギーである新自由主義政策下の企業成長至

上主義による大企業支配体制の確立と貧困・格差の拡大深化。現代日本の貧困と格差の臨界点。

各部の概要について

第 1部 戦後日本資本主義の構造把握

理論分析の前提と分析継続

1山田盛太郎の提起 戦後日本資本主義の原型把握。冷戦体制へ軌道転換するための「再販＝原蓄

過程J、戦後重化学工業の分析と「潜在的軍事産業」規定。

2二瓶敏の提起 戦後日本資本主義の対米従属と三層格差構造の関連把握。冷戦体制への全面的依

存による三層格差と経済発展構造

3南克巳の提起 冷戦体制と重化学工業の内在的関連把握。冷戦体制下の内外の二重の強制力によ

る一挙的な重化学工業の構築過程分析＝輸出重化学モノカルチャー構造規定。戦後重化学工業の構造

再編と農業＝土地問題の解決として土地固有提起＝戦後日本の再編展望。

4古川哲の提起 冷戦依存と重化学工業過剰の関連把握、重化学工業とその過剰構造の致命的冷戦

依存＝滅びの法則。

冷戦期バブルと崩壊そしてポスト冷戦、 90年代長期不況という冷戦過剰から冷戦後不祝に激しく転

落した日本の「第二の敗戦Jの基底にある対米従属と「新J冷戦。戦後日本の経済発展は対米自立過



程ではなく対米従属、冷戦従属を構造化した過程であり日本は常にアメリカの冷戦体制を補完する経

済大国としてアメリカの軍事的覇権と国益を補完する従属的軍事同盟国という位置。 この枠組が経済

発展の支柱。

第 2部 経済的帝国主義、潜在的軍事産業、潜在的核兵器

戦後日本資本主義はアジアを経済聞に包摂し最大利潤獲得の蓄積基盤にし「経済的帝国主義」とし

てアジアの労働と 資源を収奪する経済体制を形成。経済権益拡大と経済支配の グローバル化は同時に

日米軍事体制のグローパ／レ化となる。それを支える「潜在軍事産業Jと「潜在的核兵器Jの顕在化。

グローパル化する「市場経済全体主義」は自由な市場ではなく常に強大な軍事力と国家権力が支える

「全体主義」であり「経済的帝国主義」と直結。この国家体制が戦後日本の岩盤、基本構造。

在日米軍基地・日米軍事同盟と軍需・原発グローパル寡占大企業の軍産核複合体の国家独占体制。

それが国家プロジェクトによって原子力産業と電力産業が電力エネルギーを専制的に供給する独占体

制を確立し政・官・学との国家的権力構造の中核を構成。戦後安保体制の歴史全体を通底して政府・

官僚・戦後天皇制 ・大企業体制はアメリカのグローパルな軍事・経済戦略に従属。

第 3部貧困・格差の構造

戦後日本は資本主義体制の下で企業資本の蓄積と成長を優先し労働分配率と所得再分配率を圧縮し、

勤労者の労働環境 ・社会保障・福祉を悪化。貧困と格差の拡大と非正規労働の低賃金・低所得と生活困

窮者の増大は所得格差、 資産格差や教育・医療格差など様々な格差に拡大。結果の圏内需要不足を輸

出拡大でカバーする「近隣窮乏化政策」を「国益」として追認。輸出＝外需依存のグローパル大企業

自動車・電機などは増収・増益と高記当を積み上げ生産コスト削減の中心の人件費引き下げ、正社員

の雇用減と非正規雇用の増大が進行。派遣労働や偽装請負など非正規の不安定労働者の急増と給与所

得減少と中間階層は下方へ分解。そこには戦後の基本構造である三層格差と対米従属の貫徹が増幅し

顕在化。不安定就労という新しい支配様式で労働者をより一層強固に企業＝資本に包摂していく支配

様式。貧困と格差拡大の支配と資本主義の最終的モラルハザーに経営者と最富裕層の「新世界」は、

「市場の失敗Jと同時に資本最大限利潤とナショナリズムが軍事・専制的国家権力と融合する「国家の

犯罪Jの新時代と排外精神を生む。

終わりに 戦後日本社会の岐路と転轍、戦後日本の在り方の総決算と再構築

安保体制と社会的富裕層に権力基盤を置き、対米従属関係を優先する政権官僚機構の国家支配体制

が世界大の「競争勝ち残り」と「国益確保Jを掲げて国民を対外競争と権益維持に動員する体制転換。

第 1国民生活の二極化と格差と貧困の拡大を産み出してきた戦後日本の経済成長と企業利潤優先主

義を転換し国民 ・勤労者本位の分配と再分配の経済システム、持続的福祉社会システムに転換。第 2

脱原発政策と脱軍事力政策、反核反戦の基本政策によって 21世紀の新たな社会経済体制に転換。第 3

戦後日本の安保体制下の国家構造、対米従属の日米軍事同盟とグローパル大企業体制そして偏狭な国

家主義を転換し日本とアジアの歴史認識の共有と相互理解の確立と「新冷戦Jの終結への転換。



『戦後日本の労使関係一戦後技術革新と労使関係の変化』の概要

藤田実

本書は五つの時期区分と労働運動の類型を画期として、生産力発展と資本蓄積、労働運

動によって規定される労使関係の構造を生成・確立・変容の諸局面で把握しようとするも

のである。生産力発展と労使関係の変遷を時期区分に従って簡単に叙述すれば、以下のよ

うになる。

敗戦から 1955年までの時期は戦前日本資本主義の基本構造（軍事的半封建的資本主義）

が占領軍の強圧の下に解体される一方で、戦前資本主義の基軸産業であった繊維産業は、

台湾や朝鮮の独立で輸出先を失い、重化学工業は鉄鋼業など一部で合理化投資が始まった

段階である。戦争で破壊された住宅や生活環境の整備が進まず、労働力は過剰状態にある

状況を背景に、戦後民主化で解放された労働者のエネルギーは労働組合の結成と労働争議

の激増となって現れた。この時期の労働運動は社会主義的な志向を持つ潮流もあり、企業

対賃労働の対抗関係は極限にまで高まるなど、「体制危機」的状況を招来した。

「体制危機J的状況をもたらした日本経済の脆弱性と労働運動の激化は、 1955年の高度

成長期における新鋭重化学工業の構築によって、「体制安定J的状況をもたらした。この時

期に、年功賃金、終身雇用（長期勤続雇用）、企業別組合からなる日本型労使関係が形成さ

れた。経済成長による労働力不足で完全雇用状態になり、賃金は勤続年数に応じて上昇す

る一方で、長時間労働が一般的となった。労使関係は協調的労使関係が主流になったもの

の、春闘ではストライキを背景に賃上げを実現していった。

1970年代になると、戦後の高度成長を可能にした IM F体制と安価な原油供給体制が崩

壊し、世界的な経済停滞に入る。このなかで、日本は日本型所得政策とも言うべき賃上げ

自粛と減量経営で日本型労使関係を維持しながら、合理化、多角化により危機乗り切りを

図った。 1974年の史上最高の賃上げの後、危機感を持った企業（日経連）による春闘押さ

え込みが成功し、対抗的労使関係は大企業ではほとんど終駕を迎えた。

1970年代の経済停滞を乗り切った後、 1980年代に日本はいち早くME技術革新により

生産過程の自動化を達成し、低コストで対米輸出を図り、「ジャパン・アズ・ナンバーワンJ

とも称される「経済大国Jを実現し、日本型労使関係は海外からも絶賛されるようになる。

生産過程の自動化と QC活動で品質確保をはかる現場主義は協調型の労使関係でこそ、そ

の機能を十分に発揮できた。同時に日本型労使関係の下で、過重労働が蔓延し、過労死が

問題にされるようになった。

しかし 1991年のバブル崩壊と冷戦崩壊後に情報通信技術革新と経済のグローパル化が

進むと、現場主義と日本型労使関係によって生産力を発展させるシステムが機能不全に陥

り、日本経済は 20年以上（1991年～2013年）の聞の平均成長率が 0.9%にとどまるなど、

先進国でも際だって経済が停滞するようになった。経済が停滞するようになると、経済成

長を前提としてきた日本型労使関係に基づく労働者の生活維持システムも機能しなくなっ

た。格差と貧困の増大を前に、労働運動は労働者統轄機構の一部として企業の労働者支配

を「代理Jする役割だけが前面に出るようになった。他方で、地域ユニオンや非正規ユニ

オンなど社会運動ユニオニズムと言われる労働運動再生の動きが現れている。



【序ー2図】日本における労働運動の類型

対抗的労働運動 協調的労働運動

志向 －政治・社会運動との親和性 －企業主義、労働組合主義

（宇士会運動ユニオニズム）

企業・職場課題 －搾取関係重視 （合理化反対、 －分配関係重視（パイの理論）

生産性向上運動反対、リスト 生産性向上→分配拡大

ラ反対） －使用者権限＝職場規制の軽視

・使用者権限の規制 （例外は60～70年代の日産労組）

・ス トライキなど争前T動 ・参加型（労使協議、経営協議会）

政策・制度課題 －大衆運動 （動員）志向 －ネオ ・コーポラテイズム的志向

国民春闘、年金スト 政党、政府交渉重視

・地域ぐるみ闘争


